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古賀市水道事業経営と料金制度のあり方について（答申）（案） 

 

平成２９年９月１５日付けで当審議会に諮問された「古賀市水道事業経営と料金

制度のあり方について」審議した結果を次のとおり答申します。 

 

記 

 

 水道は、市民生活と経済活動を支える重要なライフラインであり、将来に渡って

安全で安心な水の持続的な供給が望まれます。 

 古賀市の給水人口は、現在はゆるやかな増加傾向ではあるものの、将来的には人

口減少が見込まれ、給水量の低下が継続すると予測されています。また、大口需要

者の地下水利用は給水収益の減収につながり、経営環境は年々厳しさを増すものと

想定されます。 

 一方、水道施設は昭和 40 年から 50 年代に建設した施設が多く、年月の経過とと

もに老朽化が進んでおり、今後は計画的な施設更新が必要不可欠です。 

 このような状況の中で、古賀市の水道料金体系は平成９年の料金改定以降 20 年

が経過しており、この間に変化し続けている利用者の水需要の状況に対応するため、

新たな料金体系への見直しが課題となっています。 

 以上のことから、当審議会では、古賀市水道事業の経営基盤の強化を図るため、

経営及び料金制度のあり方について次のとおり提言します。 

（案） 資料９－２ 



１．古賀市水道事業の経営について 

 ⑴ 健全な運営のための見直し 

古賀市水道事業の経営状況は、現在は概ね良好でありますが、将来は給水量

の低下や投資費用の増大などにより、経営は悪化する可能性があります。その

ため、現時点において将来の経営基盤の強化を図るための見直しが必要です。 

 ⑵ 審議会の定期的開催 

健全な運営を継続させるために、審議会を概ね４年に一度程度の開催とし、

料金体系等を含めた経営のあり方について定期的に審査することが必要と考

えます。 

 ⑶ 収益の維持 

水道事業は独立採算を基本とする公営企業であり、健全な運営と必要な投資

に向けた財源確保のためには一定の利益を継続させることが必要です。今後と

も収益を維持しつつ、より一層の経費節減等の企業努力の推進を求めます。 

 

２．水道料金制度のあり方について 

 ⑴ 口径別料金体系への移行 

今後の水需要の構造の変化に対応し、収益を維持するための料金体系を構築

するには、従来の用途別単一料金制から口径別料金体系への転換を図り、費用

に見合った料金負担とすることが必要と考えます。 

 ⑵ 基本水量の廃止 

多様な生活環境に対応するため、基本水量を廃止し、使用水量に応じた料金

設定が必要と考えます。 

 ⑶ 水道使用の実状に基づいた料金負担について 

水道の維持管理費は口径が大きくなるほど高額になりますが、現行の料金設

定ではどの口径も基本料金が同額となっています。 

大口需要者の一部は、地下水を利用する一方で大口径の給水装置を保持し、

非常時のバックアップ利用に備えており、その維持管理費が水道料金として費

用回収出来ていない状況にあることから、費用負担の公平性を保つためには現

行の料金体系の見直しが必要と考えます。 

見直しを行うにあたっては、利用者の経済的負担等も鑑み、生活以外の平均

改定率についてはプラス１０％を上限とし、併せて生活用については、収益を

維持できる範囲内において、可能な限り負担を軽減する料金設定を行うようお

願いします。 



 ⑷ その他 

料金改定における各口径の基本料金や、使用水量別単価の改定率等について

は、料金の全体的なバランスを鑑み、市において適正に改定を行うよう求めま

す。 

また、具体的な改定時期等については市に一任しますが、一定の収益を維持

できるよう十分に配慮のうえ、出来るだけ早い段階での改定を求めます。 

 

以上 
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